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平成２３年東北地方太平洋沖地震を踏まえた新耐震指針に照らした既設発電用 

原子炉施設等の耐震安全性の評価結果の報告に係る原子力安全･保安院における

検討に際しての意見の追加への対応に関する国からの指示について 

 

 

 

拝啓 時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。平素は、当社事業につ

きまして格別のご理解を賜り、厚くお礼申し上げます。 

 

 平成２３年東北地方太平洋沖地震を踏まえた新耐震指針に照らした既設発電

用原子炉施設等の耐震安全性の評価結果の報告に係る原子力安全・保安院におけ

る検討に際しての意見の追加への対応に関して、平成２３年４月２８日付けで経

済産業省原子力安全・保安院から、別添のとおり指示がありましたので、安全協

定第１０条第４項に基づきご報告いたします。 
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墜盈藍基釜


平成 23･04･2 8原院第 4号

平 成 2 3年 4月 2 8 日

四国電力株式会社

取締役社長 千葉 昭 殿

経済産業省原子力安全 ･保安院長 寺坂 信

平成 23年東北地方太平洋沖地震を踏まえた新耐震指針に照らした既設発

電用原子炉施設等の耐震安全性の評価結果の報告に係る原子力安全 ･保安

院における検討に際しての意見の追加 -の対応について

原子力安全 ･保安院は､別添 (N ISA-151b- ll- 1､N ISA-161b 

-ll-1､N ISA-181b- ll- 1､N ISA- 191b-ll-1)のとお

り､各原子力事業者等に対応することを求めることとしましたD

つきましては､貴社におかれましては､別添に従い､所要の対応をお願いします｡
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(別五条)
墜塵塵選畳 ㊨

平成 23･04･2 8原院第 4号

平成 23年 4月 28日

平成 23年東北地方太平洋沖地震を踏まえた新耐震指針に照らした既設発

電用原子炉施設等の耐震安全性の評価結果の報告に係る原子力安全 ･保安

院における検討に際しての意見の追加 -の対応について (指示)

経済産業省原子力安全･ 

N ISA-151b-

N ISA-161b-1 

N ISA-181b-11-1 

N ISA-191b-11-1

本日､原子力安全委員会において､｢新耐震指針に照らした既設発電用原子炉施設等の

耐震安全性の評価結果の報告に係る原子力安全 ･保安院における検討に際しての意見の

追加｣が決定され､原子力安全 ･保安院 (以下 ｢当院｣という｡)に対して通知されまし

た｡

当該決定によると､原子力安全委員会は､従来､地震活動のほとんど観測されていな

かった場所においても､今回の地震により誘発されたと考えられる地震活動が活発にな

り､また､平成 23年 4月 11日に福島県浜通 りで発生した地震のように､正断層型の

地震活動も発生しているとの理解のもとに､当院が現在実施 している､新耐震指針に照

らした既設発電用原子炉施設等の耐震安全性評価を進めるに当たって下記の意見を示し

ており､当院に検討を求めています｡

･東北地方太平洋沖地震の発生に伴って､大きな地殻変動が観測され､広域にわたって

応力場に影響を受けたOこの状況を踏まえて､既に原子炉設置者等が調査を行ってい

る断層､変位地形､リニアメン ト等について､耐震設計上考慮する活断層に該当する

可能性を検討すること｡

･東北地方太平洋沖地震の発生に伴って､敷地周辺で､従来､地震活動が活発でなかっ

た場所における地震の発生が確認されている場合､あるいは耐震設計上考慮する活断

層でない断層近傍に地震が発生している場合には､その地震の評価を行 うこと｡

･上記の検討を踏まえて､敷地に影響を与えると考えられる断層がある場合､地震動評

価を行 うこと｡




